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経済財政運営と改革の基本方針2024 

～賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現～ 
 

（令和６年６月21日閣議決定）（抄） 
 

 

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現～「経済・財政新生計画」～ 

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題 

（３）公教育の再生・研究活動の推進 

（質の高い公教育の再生）

持続可能な社会づくりを見据え、多様なこどもたちの特性や少子化の急速な進展

など地域の実情等を踏まえつつ、全てのこどもたちの可能性を最大限引き出す個別

最適・協働的な学びを一体的に充実し、主体的・対話的で深い学びを実現するため、

柔軟な教育課程の実現に向けた取組を進めるとともに、ＧＩＧＡスクール構想をデ

ータに基づく効果検証をしっかりと行った上で着実に推進しながら、義務教育段階

にとどまらず、高校教育の質の向上を含め、令和型の質の高い公教育の再生に取り

組み、我が国の学校教育の更なる高みを目指す。 

質の高い教師の確保・育成に向け、2026年度までの集中改革期間を通じてスピー

ド感を持って、働き方改革の更なる加速化、処遇改善、指導・運営体制の充実、育

成支援を一体的に進める。学校・教師が担う業務の適正化やＤＸによる業務効率化

を進めるとともに、学校における働き方改革の取組状況の見える化等、ＰＤＣＡサ

イクルを強化し、教師の時間外在校等時間の削減を徹底して進める。教職の特殊性

や人材確保法218の趣旨、教師不足解消の必要性等に鑑み、教職調整額の水準を少な

くとも10％以上に引き上げることが必要などとした中央教育審議会提言219を踏まえ

るとともに、新たな職及び級の創設、学級担任の職務の重要性と負担等に応じた手

当の加算、管理職手当の改善等の各種手当の改善など職務の負荷に応じたメリハリ

ある給与体系への改善も含めた検討を進め、財源確保と併せて、2025年通常国会へ

給特法220改正案を提出するなど、教師の処遇を抜本的に改善する。小学校教科担任

制の拡大や、生徒指導担当教師の中学校への配置拡充等の教職員定数や副校長・教

頭マネジメント支援員等の支援スタッフの充実を図るとともに、35人学級等につい

                            
218 学校教育の水準の維持向上のための義務教育諸学校の教育職員の人材確保に関する特別措置
法（昭和49年法律第２号）。 

219 中央教育審議会 質の高い教師の確保特別部会「「令和の日本型学校教育」を担う質の高い教
師の確保のための環境整備に関する総合的な方策について」（令和６年５月13日）。 

220 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和46年法律第77号）。 

令 和 ６ 年 ７ 月 ２ ６ 日 
質の高い教師の確保特別部会 
（ 第 １ ４ 回 ） 
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ての小学校における多面的な効果検証等を踏まえつつ、中学校を含め、学校の望ま

しい教育環境や指導体制を構築していく。地域枠の活用や多様な専門性を高める教

員養成、管理職のマネジメント力強化を含む研修の充実、大学院段階の奨学金返還

支援の実行と学部段階を含めた更なる検討等に取り組む。 

学校が抱える課題が複雑化・多様化する中、教師を安心して本務に集中させ、こ

どもたちの豊かな学びを実現するため、チーム学校との考えの下、コミュニティ・

スクールと地域学校協働活動の一体的な取組や、部活動の地域連携・地域クラブ活

動への移行に向けた取組221を加速するとともに、ＩＣＴの活用や教育と福祉の連携

も強化しつつ、ＳＣ・ＳＳＷ222等や警察にいつでも相談できる環境の整備、学びの

多様化学校や学校内外の教育支援センターの設置促進・機能強化等の不登校対策や

重大ないじめ・自殺への徹底した対応やインクルーシブな学校運営モデルの構築な

ど特別支援教育の充実223に向けた体制や環境の整備、養護教諭の支援体制等の推進、

夜間中学の全国的な設置促進・機能強化、セーフティプロモーションスクールの考

え方を取り入れた学校安全の推進224等225により誰もが安心して学べる魅力ある学校づ

くりを推進する。また、非認知能力の育成に向けた幼児期及び幼保小接続期の教

育・保育の質的向上や豊かな感性や創造性を育むための自然等の体験活動・読書活

動、キャリア教育・職業教育等を推進するとともに、体力や視力低下に歯止めをか

ける対策の強化、歯科保健教育や栄養教諭を中核とした食育を推進する。 

少子化の進行を見据え、高等教育の機能強化に向け、質・アクセス・規模の在り

方について2024年度中に一定の結論を得るとともに、高等教育費の負担軽減に向け、

修学支援新制度等の制度改正の着実な実施や運営体制の充実とともに、実施状況の

効果検証を通じた機会均等及び少子化対策の両面からの適切な見直しを図りつつ、

授業料後払い制度の本格導入について各般の議論を踏まえて速やかに結論を得るこ

とを含め、必要な支援の検討を進める。高校段階についても、質の向上を図りつつ、

教育費の負担軽減を推進する。 

 

                            
221 部活動指導員を含む指導者の確保、コーディネーターの配置を含む運営団体・実施主体等の
体制整備、参加費用負担への支援等の課題を踏まえた環境整備等。 

222 ＳＣ：スクールカウンセラー、ＳＳＷ：スクールソーシャルワーカー。 
223 特別支援学級の適切な運用を含む。 
224 スクールバスの活用など通学時の安全対策を含む。 
225 教育環境向上と老朽化対策を一体的に行う長寿命化・脱炭素化改修や、体育館への空調設備
の設置等の防災機能の強化、特別支援学校の教室不足解消に向けた取組等を含む計画的・効率
的な整備等を含む。 


